愛西市観光協会推奨品認定要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、愛西市観光協会が愛西市の郷土色豊かな物産品を愛西市観光協会推奨品（以下「推奨品」という。）として認定することによって、次に定める目標を達成するため必要な事項を定めるものとする。

1 　愛西市産品の品質向上を推進すること。

2 　推奨品に対する消費者の認知及び信頼を高めることによって、その製品の普及及び販路の開拓を図り、地産地消運動の進展と相まって需要拡大を促進し、愛西市の産業の振興に寄与すること。
（推奨品の条件）
第２条　推奨品として認定の対象とする製品は、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。
1 　愛西市産の原材料を主原料として企画した製品又は愛西市内の事業所において製造若しくは加工の最終段階が施された産品であること。
⑵　他の特許品又は登録品の模倣品でないこと。
⑶　食品衛生法、計量法、意匠法その他、関係法令に違反しないものであること。
２　前項に掲げるもののほか、愛西市観光協会会長（以下「会長」という。）が推奨品として適当と認めたとき。

（申請資格）

第３条　推奨品として認定を受けられる事業者は、愛西市観光協会会員であって、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。

1 　本市に事業所又は販売所を有するものであること。

　⑵　製造又は販売について、法令の定めるところにより許可等を必要とする場合は、当該許可等を受けたものであること。
（申請の手続等）
第４条　推奨品の認定を受けようとする事業者は、推奨品認定申請書（様式第１号）に見本を添えて、会長に提出しなければならない。
（推奨品の認定）
第５条　会長は、前条の申請を受けたときは、愛西市観光協会推奨品認定審査会（以下「審査会」という。）の議を経て、推奨品の認定を行うものとする。
２　会長は、推奨品を認定したときは、認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）に対し、認定証（様式第２号）を交付する。
３　認定事業者は、遵守事項同意書（様式第３号）を提出しなければならない。
４　審査会の組織及び運営については、会長が別に定める。
（推奨シールの交付及び標示）

第６条　推奨品には、「愛西市観光協会推奨シール」（様式第４号）を使用することができる。当該推奨シールは無償で交付する。
２　推奨品の宣伝に関しては、「愛西市観光協会推奨品」以外の字句を用いてはならない。

３　推奨シールの標示は、推奨品以外のものに使用してはならない。

　（推奨シール図案使用の取扱い）

第７条　前条第１項の規定に係わらず、次の各号に定める場合には、推奨シール図案使用届出書（様式第５号）により、推奨シールの図案を直接推奨品又はその容器、包装等に表示することができる。
　⑴　性質上推奨品に推奨シールを添付することが困難な場合

　⑵　推奨シール図案を使用することで省力化が図られる等の合理的な理由があると認められる場合

　⑶　その他会長が特別に認めた場合
（認定期間）
第８条　推奨品の認定期間は、認定した日から当該認定した日の属する年度の翌々年度の３月31日とする。ただし、第12条の規定により認定を取り消された場合には、取消の日からその効力は消滅する。

２　継続して認定を受けようとする場合は、再申請ができる。

（調査）
第９条　会長は、推奨品の品質及び販売方法等について、随時調査を行うことができる。
（推奨品の変更）
第10条　認定事業者は、第４条の規定により申請した事項に変更が生じたときは、推奨品内容等変更届出書（様式第６号）により会長に届け出なければならない。
（登録等の手数料）
第11条　会長は、推奨品の認定又は更新認定を受けた事業者から手数料を徴収するものとする。
２ 手数料は、次のとおりとする。
1 　登録料 １品目につき金３，０００円
2 　更新料 １品目につき金２，０００円
（推奨品の取消）
第12条　会長は、推奨品が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、審査会に諮り、その認定を取り消すことができる。
⑴　推奨品が第２条に定める条件に適合しなくなったとき。
⑵　推奨シールを不正に使用したとき。
⑶　推奨品としての信用を著しく害する行為があると認めるとき。
⑷　推奨品の製造及び販売を中止したとき。

⑸　その他推奨品として不適当と認めるとき。
２　前項各号の事由により取り消された場合には、その取消の日から２年間を経過しなければ新たに推奨を受けることができない。
（認定者の責務）
第13条　推奨品の品質、流通、販売等において、当該認定品に係る事故又は苦情等が発生したときは、認定事業者がその責任を負うものとし、当該事故等の解決に向けて誠実に対処しなければならない。
（委任）
第14条　この要綱に定めのない事項は、会長が別に定めることができる。
附 則
この要綱は、平成２５年１１月２９日から施行する。
この要綱は、令和２年３月１３日から施行する。
